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安易な改憲の扉を開かせない――
国民投票法改正への賛成と、公正なルール
作りへの正念場
2026年7月22日、参議院憲法審査会において

「国民投票法」の改正案が可決・採択されまし
た。立憲民主党は、党内での徹底した議論の結
果、本法案に賛成いたしました。私は提出者を
代表して、採決の必須条件として付された「附
帯決議」の読み上げを行いました。
今回の改正に対し、「これが即、憲法改正に

つながるのではないか」という危惧の声を多く
の方から頂戴しました。しかし、今回の改正内
容は、離島の開票立会人の選任規定やFM放送の
活用など、公職選挙法に合わせた技術的な「投
票環境整備」の3項目に留まるものです。

私たち立憲民主党は、国民投票の公平・公正を担保する抜本的な改革（附則4条の問題）が
解決されない現状では、拙速な改憲などありえないという立場を堅持しています。2021年の
法改正時に約束された「テレビ・ネット広告の規制や資金規制」の検討期限はすでに過ぎて
いますが、いまだに放置されたままです。今国会で議論された「緊急事態条項」や「合区問
題」も、国民的な理解や審議が尽くされているとは到底言えません。こうした重要な課題を
置き去りにしたまま安易に改憲の扉を開けることは、私たちの社会を「暗黒時代」へと導き
かねない深刻なリスクを孕んでいます。
そのため、私たちは今回の賛成にあたり、以下の内容を盛り込んだ附帯決議を強く求め、

採択させました。
【インターネット・AI対策】 AI生成コンテンツの表示義務や、フェイク情報による世論操作を防

ぐための法的措置を検討すること。
【公平・公正の確保】 放送CMやネット広告、資金規制の抜本改正を行い、主権者である国民の

自由な意思が歪められない環境を整えること。
【投票機会の最大化】 憲法の趣旨を尊重し、国民の投票機会を最大限に確保すること。

憲法は一部の政治家のものではなく、私たちの暮らしを支え、守るためのものです。私た
ちは、憲法を単なる議論の対象とするのではなく、日々の暮らしに活かし、立憲主義を守り
抜くことに努めます。今回の法改正を単なる形式的な整備に終わらせず、真に公正な制度を
確立させるための戦いは、これからが正念場です。国民の皆様と共に、民主主義の根幹を守
るため、引き続き憲法審査会において徹底的な審議を求めてまいります。



当選から一年 感謝を胸に、これからも「生活者のミカタ」として

昨年の参議院議員選挙で、多くの皆さまの温かいご支援をいただき、国政へ送り出していただい
てから一年が経ちました。心から感謝申し上げます。この一年、皆さまから寄せられた声を国会へ
届け、物価高対策や賃上げ、地方の活性化、平和を守る取り組みなど、「生活者のミカタ」として
全力で活動してまいりました。これからも初心を忘れることなく、一人ひとりの暮らしに寄り添い、
大分から日本を元気にする政治の実現に向け、誠心誠意取り組んでまいります。
今後とも変わらぬご支援、ご指導をよろしくお願いいたします（写真は2025年7月20日投開票日）。

現場の悲鳴を国政に
資材高騰対策と「住まいの貧困」
打開に向けた抜本策を問う

2026年7月23日の国土交通委員会にて、国民の
安全と生活基盤を守るための質疑を行いました。
まず、軍事衝突以来、緊迫が続くホルムズ海峡

の情勢についてです。当初45隻あった日本関係船
舶のうち、依然として4隻が湾内に取り残されて
います。船員の安全確保と早期離脱、そして機雷
除去を含む安全な航行環境の復元に向けた万全の
対策を政府に強く求めました。

次に、建設現場の深刻な実態を訴えました。地元・大分では塗料価格が前年比120％（2倍以
上）に達し、資材不足のため足場を組んでも工事が止まる異常事態が発生しています。一人親方
への所得補償に加え、医療費増や「子ども・子育て支援金」の負担で財政が逼迫する建設国保へ
の国庫補助拡充を厚生労働省に求めました。
また、建築物省エネ法改正に関連し、脱炭素化に伴うコスト増が地域の中小工務店の経営や国

民の住宅取得能力（アフォーダビリティ）を損なわないよう、重層的な支援策を提言しました。
特に力を入れたのが、若年層の「住まいの貧困」です。質疑では、中央労福協の調査結果を示

し、独身一人暮らし世帯の32.9％、既婚夫婦世帯でも17.0％が、かつての指針だった「最低居住
面積水準」を下回る環境で暮らしている実態を示しました。また、親と同居する若者の32.3％が
住居費負担を理由に自立できないと回答しており、地方でも同様の傾向が見られます。
現在、若者の月収の4分の1が住居費に充てられ、2人に1人が「生活が苦しい」と回答していま

す。住居費負担が重くなるほど、食料や衣類など生活の基盤まで圧迫されることが指摘されてい
ます。それにもかかわらず、政府は今年3月の住生活基本計画改定で、50年間にわたり居住保障の
根拠だった面積水準を削除しました。これは劣悪な居住環境を「多様なライフスタイル」として
容認し、国の責任を後退させるものです。
私は、住まいをお金のある人だけが確保できる「商品」ではなく、憲法25条に基づき、誰もが

保障されるべき「権利」として位置付けるため、「居住支援基本法（仮称）」の制定を大臣に強
く提言しました。住まいは生活の基盤であり、福祉そのものです。現場の声を政治の真ん中に届
け、誰もが安心して暮らせる社会の実現へ、引き続き全力を尽くします。
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